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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第30期

第１四半期
累計期間

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年６月30日

売上高 (千円) 966,392

経常利益 (千円) 141,889

四半期（当期）純利益 (千円) 107,764

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ―

資本金 (千円) 36,483

発行済株式総数 (株) 4,310,000

純資産額 (千円) 1,577,497

総資産額 (千円) 4,894,741

１株当たり四半期純利益 (円) 25.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

(円) ―

１株当たり配当額 (円) ―

自己資本比率 (％) 32.23

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

　 ２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

　 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

　(1）財政状態の状況

（資産）

当第１四半期会計期間末における流動資産は、前事業年度末に比べ158,019千円増加し、2,931,352千円となりま

した。主な要因は、現金及び預金の増加414,538千円、受取手形及び売掛金の減少121,729千円、社債の償還日到来

による有価証券の減少104,027千円であります。

固定資産は、前事業年度末に比べ153,428千円増加し、1,963,389千円となりました。主な要因は、新製品の開発

等に伴うソフトウェア仮勘定の増加101,414千円、円安に伴う評価増による投資有価証券の増加76,286千円でありま

す。

この結果、総資産は4,894,741千円となり、前事業年度末に比べ311,447千円増加いたしました。

（負債）

当第１四半期会計期間末における流動負債は、前事業年度末に比べ240,967千円増加し、2,198,842千円となりま

した。主な要因は、新規受注が増加したことに伴う契約負債の増加256,064千円であります。

固定負債は、前事業年度末に比べ1,198千円減少し、1,118,402千円となりました。主な要因は、長期契約負債の

減少16,846千円であります。

この結果、負債合計は3,317,244千円となり、前事業年度末に比べ239,768千円増加いたしました。

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末に比べ71,679千円増加し、1,577,497千円となりまし

た。主な要因は、四半期純利益の計上107,764千円、配当金の未払計上による減少74,808千円、その他有価証券評価

差額金の増加38,723千円であります

　(2）経営成績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症に対する行動制限の緩和などにより

社会経済活動の正常化の動きが見られたものの、資源・原材料価格の高騰と物価上昇、急激な為替変動などによる

経済活動への影響が懸念され、先行き不透明な状況が続いております。

一方で新型コロナウイルス感染症の影響によりテレワークが拡大し、デジタルトランスフォーメーション（Ｄ

Ｘ）への機運の高まりによる営業ＤＸ化が中堅・中小企業においても徐々に浸透してきており、また生産労働人口

の減少に伴うＩＴ人材不足への懸念が増している状況において、働き方も大きく変わり、出社する勤務形態が減少

し、商談も対面からオンラインに移行し、新たなビジネス形態へと移り変わっております。それにより、一層の業

務の効率化や様々なセキュリティ対策、業務の見える化、クラウド化などが求められ、DX推進という流れはさらに

加速し、当社の提供サービスへの需要は、より一層高まっているものと認識しております。

このような経済環境の中、「組織を強くするIT環境をすべての人へ」を企業のミッションとして、IT資産管理や

セキュリティ対策等に対するソリューションを提供する「ネットワークソリューション」、SFA/CRM、MA等の営業支

援に対するソリューションを提供する「セールスＤＸソリューション」、OCR等によるデータエントリーに対するソ

リューションを提供する「ＡＩデータエントリーソリューション」の３つのソリューションを軸に、開発及び販売

を進めてまいりました。
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　当社はソリューション提供事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は行っておりませんが、各ソ

リューションにおける状況は以下のとおりです。

［ネットワークソリューション］

IT資産管理、PC更新管理、情報漏洩、セキュリティ対策などの機能を有するAssetViewにおいて、既存顧客からの

追加導入や新規の販売が好調なことから、新規売上は堅調に推移いたしました。また、導入後の支援を行うオンボ

ーディングサポートや、継続的な運用支援を行うプレミアムサポート体制の整備等、サポート体制の強化により高

い更新率を維持し、更新売上も堅調に推移いたしました。また、新規顧客からの問い合わせが堅調なことから、新

規売上は堅調に推移いたしました。その結果、当ソリューションの売上は614,290千円となりました。

［セールスＤＸソリューション］

新型コロナウイルス感染症に対する行動制限の緩和などにより、企業同士の対面機会の増加に伴い、名刺交換機

会も増加傾向となっており、当ソリューションにおいて名刺のデータ化の依頼量は前年同期比136％となりました。

また名刺を中心とした顧客情報をもとに、営業の商談開始から受注に至るまでの活動状況を可視化し、企業の売

上・生産性向上を可能とするSFAの利用など、営業のＤＸ化が中堅・中小企業においてもニーズが拡大している中、

SFAプランの販売が好調なことから新規売上は堅調に推移いたしました。その結果、当ソリューションの売上は

274,135千円となりました。

［ＡＩデータエントリーソリューション］

既存製品である「AnyForm」において、注文書等のOCR処理のニーズは継続的にある一方、マークシート入力製品、

OCR製品「RightFax」のリプレイスや新規売上が伸びませんでした。その結果、当ソリューションの売上は77,966千

円となりました。

以上の結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高966,392千円、営業利益94,128千円、経常利益141,889千円、

四半期純利益107,764千円となりました。

　(3)研究開発活動

　 当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は13,700千円であります。

　 当第１四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 17,240,000

計 17,240,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年３月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,310,000 4,310,000 非上場

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式は100株であり
ます。

計 4,310,000 4,310,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年６月30日 ― 4,310,000 ― 36,483 ― 16,483

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 153,900

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり、単
元株式は100株であります。

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,156,000 41,560
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり、単
元株式は100株であります。

単元未満株式 100 ― ―

発行済株式総数 4,310,000 ― ―

総株主の議決権 ― 41,560 ―

② 【自己株式等】

2023年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ハンモック

東京都新宿区大久保一丁目
３番21号

153,900 ― 153,900 3.57

計 ― 153,900 ― 153,900 3.57
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間(2023年４月１日から2023年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(2023

年４月１日から2023年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による四半期レビ

ューを受けております。

なお、当社と監査契約を締結していたPwC京都監査法人は2023年12月１日付でPwCあらた有限責任監査法人と合併し、

名称をPwC Japan有限責任監査法人に変更しております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

① 【貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,449,415

受取手形及び売掛金 166,535

有価証券 -

商品 135

前払費用 182,903

未収還付法人税等 88,771

その他 43,591

流動資産合計 2,931,352

固定資産

有形固定資産

建物 90,257

車両運搬具 5,621

工具、器具及び備品 124,700

減価償却累計額 △131,735

有形固定資産合計 88,844

無形固定資産

ソフトウエア 405,065

ソフトウエア仮勘定 410,491

無形固定資産合計 815,556

投資その他の資産

投資有価証券 868,616

敷金及び保証金 42,869

長期前払費用 22,825

繰延税金資産 115,599

その他 9,077

投資その他の資産合計 1,058,988

固定資産合計 1,963,389

資産合計 4,894,741
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(単位：千円)

当第１四半期会計期間
(2023年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 129,413

未払金 156,248

未払消費税等 46,725

契約負債 1,745,132

リース債務 958

賞与引当金 83,226

為替予約 6,531

その他 30,606

流動負債合計 2,198,842

固定負債

長期未払金 55,902

長期契約負債 728,496

退職給付引当金 268,436

役員退職慰労引当金 62,212

リース債務 3,354

固定負債合計 1,118,402

負債合計 3,317,244

純資産の部

株主資本

資本金 36,483

資本剰余金

資本準備金 16,483

その他資本剰余金 60,631

資本剰余金合計 77,114

利益剰余金

利益準備金 5,000

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,405,890

利益剰余金合計 1,410,890

自己株式 △769

株主資本合計 1,523,719

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 53,777

評価・換算差額等合計 53,777

純資産合計 1,577,497

負債純資産合計 4,894,741
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

売上高 966,392

売上原価 539,553

売上総利益 426,839

販売費及び一般管理費 332,710

営業利益 94,128

営業外収益

受取利息 7,858

為替差益 40,133

その他 31

営業外収益合計 48,023

営業外費用

支払利息 262

営業外費用合計 262

経常利益 141,889

特別利益

投資有価証券償還差益 17,599

特別利益合計 17,599

税引前四半期純利益 159,489

法人税等 51,724

四半期純利益 107,764
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期累計期間
(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

税金費用の計算

当第１四半期会計期間を含む会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率

を乗じて計算する方法を採用しております。
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(四半期貸借対照表関係)

　当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

　当第１四半期会計期間末における借入未実行残高等は、次のとおりであります。

当第１四半期会計期間
(2023年６月30日)

当座貸越限度額 250,000 千円

借入実行残高 ―

差引額 250,000 千円
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

減価償却費 44,292千円

　



― 15 ―

(株主資本等関係)

当第１四半期累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日
定時株主総会

普通株式 74,808 18.0 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

２ 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

　当社は、ソリューション提供事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。
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(収益認識関係)

　 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社はソリューション提供事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下

のとおりであります。

当第１四半期累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

　 (単位：千円)

ネットワークソリュ
ーション

セールスＤＸソリュ
ーション

ＡＩデータエントリ
ーソリューション

合計

一時点で移転される財 75,823 12,265 15,372 103,462

一定の期間にわたり移転される財 538,466 261,869 62,593 862,929

顧客との契約から生じる収益 614,290 274,135 77,966 966,392

その他の収益 - - - -

外部顧客への売上高 614,290 274,135 77,966 966,392
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

１株当たり四半期純利益 25円93銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 107,764

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 107,764

普通株式の期中平均株式数(株) 4,156,033

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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